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衆議院総務委員会ニュース

平成24.7.24 第180回国会第13号

7月 24日（火）、第 13回の委員会が開かれました。

１ 武正委員長から就任の挨拶が行われました。

２ 理事の辞任及び補欠選任

・理事の辞任を許可し、補欠選任を行いました。

辞任 理事 大 泉 ひろこ君（民主）

選任 理事 福 嶋 健一郎君（生活）

補欠選任 理事 宮 島 大 典君（民主）（理事稲見哲男君去る６日委員辞任につきその補欠）

３ 稲見総務大臣政務官から就任の挨拶が行われました。

４ 行政機構及びその運営、公務員の制度及び給与並びに恩給、地方自治及び地方税財政、情報通信及び電波、郵政事業

並びに消防に関する件

・川端総務大臣、松下国務大臣（郵政民営化担当）、稲見内閣府大臣政務官、中野外務大臣政務官、北神経済産業大臣

政務官、神風防衛大臣政務官及び政府参考人並びに参考人に対し質疑を行いました。

（参考人）日本放送協会経営委員会委員 井 原 理 代君

（質疑者及び主な質疑内容）

中 谷 元君（自民）

・平成 24 年７月に行われた陸上自衛隊第１師団による

統合防災演習に対する東京 23 区の区役所の意識や対

応に差異があったことに鑑み、自衛隊と地方公共団体

との協力関係に関し、総務省が地方公共団体を指導す

べきと考えるが、総務大臣の見解を伺いたい。

・南海トラフ巨大地震に関し、防災対策事業債に対する

交付税措置率の引上げ等地方の実情が反映される措置

を国がとることが必要と考えるが、総務大臣の見解を

伺いたい。

・大阪市が市職員による政治的行為を条例で規制しよう

としていることを踏まえ、地方公務員法を改正して国

家公務員法と同様に罰則を設ける必要はないか、総務

大臣の見解を伺いたい。

・平成 24年 10月に新体制がスタートする郵政事業につ

いて、日本郵政の株式の一部を地方公共団体に引き受

けてもらうことや、金融２社が直営店を置くのでなく

営業をすべて郵便局株式会社に委ねることを提案する

が、郵政民営化担当大臣の見解を伺いたい。

あ べ 俊 子君（自民）

・消防組織法上消防団の位置付けをもっと明確にするつ

もりはないのか、総務大臣に伺いたい。

・東日本大震災に際して住民の安全と消防団員の安全の

確保に係る行動指針が明確でなかったという消防団員

の声があることを踏まえ、消防団員の教育訓練のマニ

ュアルについて、地域の実情に合わせて対応すべきで

あると考えるが、消防庁の見解を伺いたい。

・携帯電話のＳＩＭロック解除に向けたガイドラインが

平成 22 年４月に総務省により策定されたが、いまだ

に国内外で携帯を使う場合等において不便な状況であ

ることについて、総務大臣の見解を伺いたい。

福 嶋 健一郎君（生活）

・平成 24 年７月九州北部豪雨に係る災害支援に関し、

普通交付税の前倒し交付に引き続き、総務省として、

今後、どのような支援を行うことを考えているのか、

総務大臣に伺いたい。

・平成 24 年７月九州北部豪雨で被災した地域に対し、

どのような対応をしたのか、消防庁に伺いたい。

・郵政改革について、第 180回国会で成立した郵政民営

化法等の一部を改正する等の法律により、郵便局のユ

ニバーサルサービスの担保と収益の確保の両方を追求

することとなったが、これらの両立は現場を過酷な状

況にさせることになるとの懸念について郵政民営化担

当大臣の見解を伺いたい。
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稲 津 久君（公明）

・公立病院及び地域医療の現状に関する総務大臣の所見

を伺いたい。

・ドクターヘリの配備状況と、固定翼機による救急搬送

（メディカルウィング）の研究の状況について、厚生

労働省に伺いたい。

・地方医療機関に指導医を派遣すれば、若い医師が地方

医療機関に勤務した場合にキャリアを積むことができ、

地方の医師の確保に資すると考えるが、このことにつ

いての現状認識と具体的な今後の方向性について、厚

生労働省に伺いたい。

重 野 安 正君（社民）

・数土前ＮＨＫ経営委員長の東京電力の社外取締役就任

は政府の要請によるものか、経済産業大臣政務官に伺

いたい。

・数土前ＮＨＫ経営委員長がＮＨＫ経営委員長を辞任し

たことについて、総務大臣の所感を伺いたい。

柿 澤 未 途君（みんな）

・大阪のような大都市を含め、ほとんどの地方公共団体

が普通交付税を受け取っているという現状は、地方税

を中心とした地方固有の財源が自治体経営に必要な財

政需要に比べ大幅に不足しているということを示して

おり、基準財政収入額の大幅なかさ上げが必要である

と考えるが、総務大臣の見解を伺いたい。

・地方の税財政の自立が必要であるという観点から、道

州制の導入も視野に入れながら、地方交付税制度を廃

止し、安定的な財源である消費税を全額地方の財源と

することを検討すべきだと考えるが、総務大臣の見解

を伺いたい。

塩 川 鉄 也君（共産）

・オスプレイの沖縄配備に際して米国が実施した環境レ

ビューに関して、防衛省は、どのような地方公共団体

に対して情報提供を行ったのか、防衛大臣政務官に伺

いたい。

・オスプレイの飛行訓練と防災ヘリやドクターヘリの飛

行との整合性がとれるのか心配する地方公共団体があ

るが、米国側とどのような調整を図るのか、外務大臣

政務官に伺いたい。

５ 地方自治法の一部を改正する法律案（内閣提出第 60号）

・川端総務大臣から提案理由の説明を聴取しました。


